
(1) 人口の推移 
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 平成２７年国勢調査の結果 平成３０年３月１５日 
三木市創生計画策定検証委員会 
資料１－２ 平成２７年国勢調査の結果 
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 三木市の総人口は減少が続く一方で、世帯数は増加を続けています。 
 また、年齢３区分別人口構成では、年少人口及び生産年齢人口の割合が減少する一方で、
老年人口の割合は一貫して増加を続けています。 

人口 86,562  86,117  84,361  81,009  77,178  

世帯数 25,337  26,564  27,676  28,506  28,653  

人口/世帯数 3.42人/世帯 3.24人/世帯 3.05人/世帯 2.84人/世帯 2.69人/世帯 
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年齢３区分別人口構成の推移 

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上） 

H7-27 国勢調査 

H7-27 国勢調査 

▲445 ▲1,756 ▲3,352 ▲3,831 

＋1,112 ＋830 ＋147 ＋1,227 



(2) 世帯数の推移 

(3) 合計特殊出生率 

2 

3,305  3,681  4,625  5,532  6,389  
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17,976  

18,621  18,468  

5,826  
5,401  

5,037  
4,318  3,752  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H7 H12 H17 H22 H27

一般世帯に占める類型別世帯の推移 

単独世帯 核家族世帯 その他の世帯 （世帯） 

25,315 
26,517 

27,638 28,471 28,609 

  
昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 

１９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 

三木市 
( )内は県内順位 

1.70  1.38  1.23  1.21  1.07  1.15  1.34  

(23) (25) (27) (28) (29) (29) (27) 

兵庫県 1.75  1.53  1.41  1.38  1.25  1.41  1.48  

全  国 1.76  1.54  1.42  1.36  1.26  1.39  1.45  

 平成27年の合計特出生率は1.34となり、前回の1.15に比べ、0.19ポイントの上昇となりました。その結
果、県内順位は27位となり、平成17年、22年の最下位から脱却したものの、いまだ低い状況にあります。 

 三木市における世帯数は前頁に示したとおり、増加を続けています。 
 一般世帯に占める類型別世帯では、単独世帯（ひとり暮らし）の数が増加しており、その他の
世帯（三世代世帯など）が減少しています。核家族世帯（夫婦のみの世帯、夫婦と未婚の子ども
のみの世帯、ひとり親と未婚の子どものみの世帯）については、平成22年まで増加が続いており
ましたが、平成27年に若干減少しました。 

H7-27 国勢調査 

S60-H27 国勢調査 

うち65歳以上 
1,006世帯 

（全体の3.97%） 

うち65歳以上 
1,387世帯 

（全体の5.23%） 

うち65歳以上 
1,765世帯 

（全体の6.39%） 

うち65歳以上 
2,337世帯 

（全体の8.2%）  

うち65歳以上 
3,090世帯 

（全体の10.8%）  



あ 

  20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 

H2 92.6 65.1 29.1 12.8 

H7 93.0 67.8 35.6 18.6 

H12 93.3 72.0 41.7 23.0 

H17 92.9 73.8 47.6 30.5 

H22 94.2 74.6 51.5 36.5 

H27 94.5 75.7 51.6 41.1 
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  20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 

H2 88.4 42.2 10.2 5.0 

H7 89.7 52.8 19.5 7.2 

H12 90.5 61.0 28.5 12.1 

H17 90.2 65.6 36.2 19.3 

H22 91.0 64.8 40.2 25.7 

H27 91.5 64.1 38.7 27.1 

 三木市の20代、30代の未婚率について、男性はすべての年齢区分で未婚率が増加しました。一
方女性は、25～29歳、30～34歳の年齢区分で未婚率が減少しました。 

男性の未婚率 女性の未婚率 

  20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 

H2 84.9 39.8 13.5 7.3 

H7 86.7 47.8 19.2 9.8 

H12 88.7 53.2 26.0 13.6 

H17 90.0 59.7 31.0 18.2 

H22 89.2 60.7 34.6 22.5 

H27 90.2 61.0 35.1 24.4 

女性 

  20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 

H2 90.8 61.8 29.2 16.7 

H7 92.0 64.8 33.2 19.1 

H12 92.6 67.0 38.8 21.6 

H17 93.5 70.0 43.2 26.3 

H22 91.8 68.9 43.8 31.7 

H27 91.9 69.4 43.7 32.2 

男性 

【参考】兵庫県の未婚率 

(単位：％） (単位：％） 

(単位：％） (単位：％） 
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35～39歳 
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(4)未婚率の推移 

H2-27 国勢調査 3 



(5)通勤・通学者の推移 
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28,800  26,622  

11,835  15,236  
15,562  16,636  

15,806  
16,992  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 
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市内から市内への通勤・通学者 他市区町から市内への通勤・通学者 

37,734  36,002  33,516  31,603  28,800  26,622  
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 三木市の居住者で市内に通勤・通学する人口は減少傾向にあり、H2年からH27年の間に、１
万人以上減少しました。加えて、市内から他市区町村への通勤・通学人口も減少していることか
ら、三木市の通勤・通学人口の総数が減少していることが分かります。 
 一方、他市区町村から三木市への通勤・通学人口は年によって若干の変動はあるものの、お
おむね増加傾向にあります。 

（人） 

（人） 

H2-27 国勢調査 

H2-27 国勢調査 

49,569 51,238 
49,078 48,239 

44,606 43,614 

57,522 58,281 

54,981 
52,114 

48,293 
44,277 



(6) 昼夜間人口の推移 
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 前頁で示したとおり、他市区町村からの通勤・通学での流入人口は増加傾向にある一方で、
市内から他市区町村への流出人口は減少傾向にあります。 
 このようなことから、三木市の昼夜間人口比率は年々上昇傾向にあります。 

（人） 

(7) 雇用形態 

 三木市と神戸市の従業者における雇用形態を比較すると、三木市は神戸市に比べ正規職員・従
業員の割合が低く、パート・アルバイト・その他従業員の割合が高い状況にあります。 
 正規化が三木市より進んでいる神戸市の例をみますと、神戸市においては、平成22年から平成27
年にかけて女性の派遣社員、パート・アルバイト・その他従業員の割合が低下した同比率で正規職
員・従業員割合が上昇するなど、正規職員・従業員として女性が働く環境の整備が進んでいる可能
性もあります。 

H22-27 国勢調査 

H2-27 国勢調査 

  
正規職員・従業員 派遣社員 

パート・アルバイト 
・その他 

H22 H27 増減率 H22 H27 増減率 H22 H27 増減率 

三木市 

全体 60.53% 59.65% -0.88% 3.64% 3.67% 0.03% 35.83% 36.69% 0.85% 

男 77.53% 77.02% -0.51% 3.43% 3.55% 0.11% 19.04% 19.43% 0.40% 

女 40.84% 40.36% -0.48% 3.88% 3.80% -0.08% 55.28% 55.83% 0.56% 

神戸市 

全体 63.06% 62.60% -0.46% 3.88% 3.69% -0.20% 33.06% 33.71% 0.65% 

男 80.43% 79.95% -0.49% 2.83% 2.81% -0.02% 16.74% 17.24% 0.51% 

女 42.52% 43.22% 0.70% 5.13% 4.67% -0.46% 52.35% 52.11% -0.24% 

90.6% 91.9% 93.1% 95.4% 96.4% 99.2% 
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昼夜間人口の推移 

昼間人口 夜間人口 昼間人口比率 

76,404 

84,357 

79,517 

86,560 

80,203 

86,106 

80,486 

84,361 

78,098 

81,009 

76,592 

77,178 

常住人口に通勤・通学による流入人口を足し、 
さらに他地域への流出人口を引いたもの。 

常住人口 昼間人口/夜間人口*100 



(8) 男女別産業大分類別人口 
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 男女別産業大分類人口の従業者数は、製造業が突出して多く、ものづくりのまちである三木
市の特徴が表れています。 
 特化係数※では、製造業をはじめ、農業や複合サービス事業（農業協同組合など）、生活関連
サービス業・娯楽業（ゴルフ場など）が高いことなど、三木市が強みとする産業の従業者が多い
状況です。 
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男女別産業大分類別人口 

 男  女 特化係数（男） 特化係数（女） （人） 

H27 国勢調査 

※特化係数：ある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。 
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(9) 年齢階層別産業人口 
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Ａ 農業，林業 

Ｄ 建設業 

Ｅ 製造業 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 

Ｇ 情報通信業 

Ｈ 運輸業，郵便業 

Ｉ 卸売業，小売業 

Ｊ 金融業，保険業 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 

Ｏ 教育，学習支援業 

Ｐ 医療，福祉 

Ｑ 複合サービス事業 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 

Ｔ 分類不能の産業 

年齢階層別産業人口 

  15～29歳   30～39歳   40～49歳   50～59歳   60～69歳   70歳以上 

 主な産業別に就業者の年齢階級を見ると、農業・林業では、60歳以上が70%を超えています。   
 これは、これまで他の仕事を持ちながら、農家を兼業されていた団塊の世代が退職され、専ら
農業に従事することになったことなどから、60歳以上の従業者数が急増したと考えられます。 
 最も従業者数の多い製造業（前頁参照）は、年齢構成バランスがとれており、幅広い年齢層の
雇用の受け皿となっています。 

H27 国勢調査 

  H22 H27 

15～29歳 33 46 

30～39歳 70 67 

40～49歳 62 110 

50～59歳 193 158 

60～69歳 425 538 

70歳以上 406 530 

▲3 

▲35 
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124 


